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第１０期-第３回 

共同利用・共同研究拠点及び国際共同利用・共同研究拠点に関する作業部会 

ヒアリング資料 

 

 国立大学共同利用・共同研究拠点協議会 

 会長  田中 学 

 （大阪大学 接合科学研究所長） 

 

１．附置研センターと共共拠点 

 附置研センターは大学から生まれた学問の自由に基づく多様な研究機関。それぞれが独自

性を有する特色ある研究分野を掲げ、学問の追究を通じて、人類社会の進歩発展に貢献する。

細分化された専門分野からみると、附置研センターは、そもそも学際的な色合いが強く、従

来、課題設定すら困難であった課題の解決を担い、大学の新たな価値を生み出し、大学の機

能強化に資する働きをしている。 

 一方、共共拠点は、附置研センターが有する資源（研究者、施設、設備、資料、データ等）

がアトラクションとなって、全国あるいは世界から研究者が集い、その要望に応えて共同利

用や共同研究を実行し、結果として、関連研究分野や関連研究者コミュニティの発展に貢献

している。多様な分野に裾野を広げ、研究者コミュニティのハブとしての役割を果たし、我

が国の学術と文化の興隆に資する。 

 以上より、附置研センターにとって、共共拠点であることは極めて重要。すなわち、魅力

ある附置研センターの証であり、関連研究分野や関連研究者コミュニティの中の象徴である。 

 

２．第四期に向けた共共拠点評価 

 独自性を有する特色ある研究分野を掲げる附置研センターが共共拠点として文科省より

認定をされていることは、自ずから、独自性のある多様な研究分野の中核拠点であることを

意味している。多様な研究分野を横並びにして個々の共共拠点を一律に『相対評価』するこ

とは馴染まない。他方、「大学共同利用機関の検証ガイドライン」が策定されつつあるが、

共共拠点についても、以下、同様の「評価ガイドライン」が必要である。 

○「共共拠点として備えるべき要件」を文科省が提示。 

○「備えるべき要件」を踏まえ、評価の観点を文科省が提示。分野、規模等、各拠点の

特性に配慮し、特に、研究者一人当たりという観点を主軸に置くなど、小規模であ

ることが不利にならないように配慮する。また、評価の基準を明示する。 

○評価の観点を踏まえ、各共共拠点と文科省で評価指標（KPI等）の摺り合わせを実施

し、共共拠点ごとに評価指標を決定。 

○評価用調書（案）を文科省が提示。 
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○以上を期（第四期）の前に完了し、期の共共拠点活動を開始。 

○中間評価/期末評価の実施。各共共拠点の特性に応じた評価に配慮し、その評価は『絶

対評価』とする。共共拠点相互の優劣を比較するものとはしない。 

○評価の透明性・正確性の担保のため、評価結果の決定に先立ち、各拠点の意見申し立

ての機会を与える。 

○評価結果に対するエンカレッジのためのフォローアップ（面談を含む）を実施。とり

わけ、Ｂ評価の場合、評価の基準と照らし合わして「低調」と見なす理由を客観的

にわかる形で提示する。 

 

３．評価結果とメリハリある支援 

 共共拠点の運営に努めるのみならず、新しい観点等を取り入れて更なる展開（プラスα）

に尽力している共共拠点を手厚く支援する、という文科省のメリハリある支援の考え方につ

いては賛同。しかしながら、共共拠点としての評価と予算支援とは切り分けて考えることが

自然。すなわち、共共拠点としての『絶対評価』に対して、評価の過程で現れる順位を予算

支援上の『相対評価』として活用することは許容。したがって、絶対評価はＳ、Ａ、Ｂ、Ｃ

であるものの、予算支援上の相対評価はＡを細分化し、Ａ＋、Ａ、Ａ－とすることは一つのソ

リューション。 

 なお、共同利用・共同研究体制の推進によって我が国の学術研究の発展を促すメリハリあ

る支援の施策であるとすれば、意欲的な取り組みや好事例となる拠点活動計画に対してイン

センティブを与える形にすることがより建設的であると考える。 

 

４．評価者の選定と実施 

 各共共拠点の特性を踏まえつつ、各共共拠点の研究成果や将来性等を専門的かつ客観的に

評価することができる研究者を含む有識者で評価者を構成。各分野の専門家による評価意見

をしっかり参考に取り入れる。また、その評価意見の数を増やし、幅広い評価意見の取得に

努める。評価の実施にあたっては、附置研センターの評価ではなく、あくまで共共拠点の評

価であることを周知徹底する。 

 

５．人文・社会科学系研究の評価について 

 人文・社会科学系の研究分野の中には、論文数などでは活動評価が困難な分野があり、配

慮することが必要である。英語を通して国際性を強調する社会全体の潮流の中で学術研究の

評価の制度設計が進むと、日本語による文学や歴史（史料）を研究対象とする分野や、英語

以外の言語が主に用いられるような研究分野が、排除されてしまう危惧すら感じられる。実

際に、2018 年度の国際共共拠点認定の中に人文・社会科学系の拠点が含まれていなかった

ことは憂慮すべき点と言える。以上の観点から、人文・社会科学系研究の評価については、

以下に配慮すべきである。 

○ジャーナル論文数ではなく、学術書籍が評価基準になる分野が存在する。特にジャー

ナル論文は個人研究の成果として発表されることが多いのに対して、共同研究の成
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果は論文集などの書籍として刊行されることが多い。このため共共拠点の評価にお

いては、書籍数を重視することが望ましい。 

○非英語による外国語の業績も英語と同等に評価する。 

○学術書籍は時間をかけて執筆されるものであり、すぐに刊行できるものではない。加

えて、その業績が広く読まれて引用され、評価されるまでに数年から十年近くの期

間を要する。評価に長期的な見通しが適用されることが望ましい。 

○論文、学術書籍ともに、共著よりもむしろ単著が重視される分野が少なくない。 

○共同利用のためのデータベースのオープン化やデジタル・アーカイブへのデータ提

供など、学界、産業界、市民等、国境を越えたあらゆるユーザーに広く利用可能と

する取り組みを評価する仕組みが必要。 

○民間等との産学連携だけではなく、NPOや市民活動・住民活動等と連携、地域との共

同研究・共同活動が評価の対象として含まれるべき。 

 

６．Ｂ評価を受けた場合の現実 

 附置研センターにとって、共共拠点であることは極めて重要。附置研センターは、学内的

には、先端的な研究、既存学問分野ではカバーできないユニークな研究、および、これらを

実現するための研究資源を確保し提供する場として重要な機関として位置づけられている。

これに加えて、共共拠点であることが魅力ある附置研センターの証であり、関連研究分野や

関連研究者コミュニティの中の象徴である。その中で、Ｂ評価を受けた附置研センターは、

学内では機関の評価そのものと受け取られ、大学内での立場が極めて厳しいものになる。実

際、学長から「このような評価なら拠点を辞めた方が良いのでは？」と発言されたケースも

ある。Ｓが２割、Ａが５割、Ｂが３割の相対評価の枠組みに入れるために、順位付けの過程

でＢ評価された附置研センターの立場をどう考えるのか。Ｂ評価は、エンカレッジではなく、

附置研センターの存在自体を危うくする。 

 

７．第三期の共共拠点の期末評価 

 第２項の「第四期に向けた共共拠点評価」に至る段階的措置として、中間評価の方式を踏

襲しつつも、評価の各観点をＳ、Ａ、Ｂ、Ｃの絶対評価とし、かつ、その積み上げた全体評

価も絶対評価とする。ただし、評価の過程で現れる順位を予算支援上の相対評価とし、Ａを

細分化してＡ＋、Ａ、Ａ－とする。 

 

８．評価用調書の様式 

 中間評価ではエクセルの書式が用いられていたが、エクセル自体が各セルに文書を記入す

ることを想定して設計されたソフトウェアではないため、作成にあたり各機関が大いに苦労

した。数値の部分はエクセルで良いが、記述の部分はワードの書式を利用するなど、共共拠

点側の作成者に配慮していただきたい。 

 

以上 


